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1．背景・目的 

 地方部の公共交通は，モータリゼーション，人口減

少による利用者減のため，一般路線バス事業者の約

74%が赤字収支である 1)など厳しい経営を強いられて

おり，自治体などによる多額の補助金で赤字を補填し

て運行を継続している路線が多数存在する．自治体の

財政状況も厳しい中で，従来独立採算が原則であった

公共交通に補助金を投入することへの疑問の声が上が

ることも少なくない． 

公費を投入して公共交通を維持する意義には，運転

免許非保有者・自主返納者の移動手段の確保，学生の

通学手段の保障，外出増加による健康増進などといっ

た，公共交通の持つ外部経済性が挙げられるが，この

ような定性的な説明だけでは必要性を十分示すのが難

しいこともある． 

そこで，クロスセクター効果の考えを取り入れる．

クロスセクター効果とは，地域公共交通が廃止された

場合に必要となる，多様な行政部門の施策の費用を算

定することで把握できる，地域公共交通が有する多面

的な効果を言う．クロスセクター効果が正であれば，

廃止して代替施策を実施するよりも，財政支出による

維持の方が効果的で，またその支出は地域に必要なも

のであると言える．クロスセクター効果は，公共交通

のマスタープランとなる地域公共交通計画を策定する

にあたっても，これに着目した目標設定，数値目標と

しての利用が推奨されている 2)など，その重要度が高

まっている． 

 本研究では，九州の複数の自治体を対象として，ク

ロスセクター効果の考えを用い，財政支出の効果を定

量的に表すことで，その必要性をよりわかりやすく示

すことを目的とする． 

2．先行研究・事例の整理 

西村ら 3)は，クロスセクター効果を上記のように定義

した上で，兵庫県福崎町のコミュニティバスを対象に

分析を行い，年間約 550 万円のクロスセクター効果が

あるとした． 

自治体でのクロスセクター効果の算出例として，滋

賀県 4)は，民間企業の経営努力では存続が困難とされ

た近江鉄道に関して分析を行った結果，最小でも年間

約 12.4 億円のクロスセクター効果があることを基に，

財政支出による維持存続が効果的と判断している．ま

た，千葉県館山市 5)でも，現在補助を行っている路線

バス 4 路線で分析を行い，年間 149 万円のクロスセク

ター効果があることから，この支出は地域を支える効

果的な支出であるとしている． 

 これらの研究・事例は，いずれも特定の公共交通を

対象としており，複数の公共交通での算出，ならびに

その比較考察は行われていない． 

3．算出方法 

 対象とする公共交通は，九州の自治体が補助金を支

出して直接，または委託を受けた事業者が運行してい

るコミュニティバス，福祉バス等の定時定路線型バス

で，当該自治体が地域公共交通計画，または類似の計

画を策定の上インターネット上に公開しており，算出

に必要なデータ（補助金額，利用者数，利用目的等）

を把握可能なものとする. 

 クロスセクター効果は，対象公共交通が廃止された

場合に各分野で必要となる代替施策の費用と，現在の

自治体の対象公共交通への財政支出額の差として算出

する．分野別代替費用の算出法は，通院，買物，通

勤，通学，観光，公共施設利用，その他の目的での利

用に対して，廃止後も同様のサービスを受けられるよ

うに代替策を複数設定し，費用が最も少ないものを採

用している．  

4．算出例（福岡県田川市コミュニティバス） 

田川市コミュニティバスを例に，算出過程を示す．

まず，利用状況，財政支出額を表 1 に示した． 

医療分野では，廃止後も通院が可能となるよう，病 
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表田川市コミュニティバス利用状況（令和元年度）6) 

※利用割合が小さい目的，無回答はその他に含めた． 

 

院送迎貸切バスの運行，通院目的のタクシー券配布，

医師による往診のいずれかを実施し，加えて外出の減

少による医療費の増加を考慮した． 

通院分野では病院送迎貸切バスの運行では約 1,194 万

円/年，通院目的のタクシー券配布では約 2,597 万円/

年，医師による往診では約 7,386 万円/年となる． 

これに歩数減少による医療費の増加約 62 万円/年を加

え，最も費用が小さい病院送迎貸切バスの運行を代替

策とする． 

他分野でも同様に算出し，合計した分野別代替費用

は年間約 7,345 万円で，補助金額は 2,434 万円であ

り，この差年間約 4,911 万円が田川市コミュニティバ

スのクロスセクター効果となる．クロスセクター効果

が正であることから，田川市のコミュニティバスへの

支出は，単なる赤字補填でなく，地域に貢献する効果

的な支出と言うことができる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 田川市コミュニティバスのクロスセクター効果 

 

5．結果と考察 

先に示した田川市の他にも，多くの事例で，クロス

セクター効果は正であったことから，公共交通への支

出による自治体の代替費用削減効果が定量的に示され

たと考えられる． 

ある公共交通が，運行経費が運賃収入を上回ってい

る，いわゆる赤字収支の状況にあるとき，クロスセク

ター効果を試算すれば，多くの場合，自治体がその公

共交通を維持するために資金を投入することは，廃止

して代替施策を実施することに比べて，数値化できる

部分のみを比較しても小さい費用で行える，という結

果が得られるのではないか．また，そのようになった

場合，当該自治体の公共交通への財政支出は地域の持

続に効果的で，またそのために必要な支出であるとし

て，支出の意義を説明できると考えられる． 
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